　第11号様式（第10条関係）

	厚木市木造住宅耐震改修工事補助金交付変更決定通知書

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

厚木市長　　小　林　常　良　　　
　年　月　日付けで申請のあった厚木市木造住宅耐震改修工事補助金交付の変更について、次のとおり承認しますので、厚木市木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱第10条第２項の規定により通知します。

	１　変更後の補助金交付決定金額
	￥　　　　　　　円

	２　補助条件
	(１)　この補助の対象となる事業は、　　年　月　日付け厚木市木造住宅耐震改修工事補助金交付変更申請書に記載のとおりとする。

(２)　補助事業の内容の変更しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けなければならない。

(３)　補助事業を取りやめたときは、速やかに市長に届け出なければならない。

(４)　補助事業が予定の期間に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けなければならない。

(５)　厚木市木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱の定めに従うこと。

(６)　この補助金を他の用途に使用し、又は補助条件、市長の指示若しくは命令に違反したときは、この補助金の交付を取り消すことがある。また、交付された補助金の全部の返還を命ずることができる。

(７)　この補助金の交付変更決定の内容又は補助条件に不服があるときは、この通知書を受理した日から10日を経過する日までの間申請を取り下げることができる。

(８)　耐震改修工事が完了したときは、厚木市木造住宅耐震改修工事完了実績報告書を市長に提出しなければならない。なお、報告書等が適当と認められない場合は、補助金の交付を取り消すことがある。

(９)　補助金の交付時期は、補助事業等が完了したことを確認した後に交付するものとする。

(10)　補助事業に係る関係書類を、当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度の翌年度から５年間保存しなければならない。
(11)　耐震改修工事により効用の増加した財産を当該補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸与し、又は担保に供してはならない。ただし、市長が認めた場合はこの限りではない。

	３　備考
	


